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１ 横浜市総合リハビリテーションセンター及び福祉機器支援センターの設置目的及び運営の 

基本方針 
 

横浜市総合リハビリテーションセンターは、乳幼児から高齢者までの障害のある方及びその疑

いのある方に対して、地域の関係機関とも連携しながら、医療をはじめ社会的、心理的及び職業

的分野に至るまでの専門的かつ総合的なリハビリテーションを行うことを目的とする施設であ

り、リハビリテーションサービスに関する横浜市の中核機関です。 

よって、横浜市総合リハビリテーションセンターの運営にあたっては、各部門、各職種等が有

機的に連携する中で総合性及び専門性を発揮するとともに、横浜市の施策や課題等をふまえなが

ら施設運営や各事業を展開し、リハビリテーションサービスに関する横浜市の中心的役割を担う

ことが求められます。 

また、市内３か所の福祉機器支援センターは、横浜市総合リハビリテーションセンターの業務

を身近な地域で行うための拠点です。よって、福祉機器支援センターの運営にあたっては、横浜

市総合リハビリテーションセンターの機能の一部を地域において担う施設として事業の展開を図

ることが求められます。 

 

横浜市総合リハビリテーションセンター条例（抜粋） 

（設置） 

第１条 心身に障害のある者及びその疑いのある者（以下「障害者等」という。）に対し、 

専門的かつ総合的なリハビリテーションを行う施設として、横浜市総合リハビリテーショ 

ンセンター（以下「リハセンター」という。）を横浜市港北区に設置する。 

２ 前項のリハビリテーションを身近な地域で行うための拠点として、福祉機器支援センタ 

ー（以下「支援センター」という。）を設置する。 

３ 支援センターの名称及び位置は、別表のとおりとする。 

（事業） 

第２条 リハセンター及び支援センター（以下「センター」という。）は、次の事業を行う。 

(1) 障害者等に対する医学的、心理学的、社会的及び職能的な相談、評価、指導及び訓練 

(2) 障害者等に対する治療（リハセンターに限る。） 

(3) 補装具の製作又は修理 

(4) 関係諸機関との連絡調整 

(5) その他前各号に準ずる事業 

 

２ 基本事項 

(１) 施設名称 

  ア 横浜市総合リハビリテーションセンター（以下「リハセンター」という。） 

  イ 横浜市中山福祉機器支援センター（以下「支援センター」という。） 

  ウ 横浜市反町福祉機器支援センター（      同       ） 

  エ 横浜市泥亀福祉機器支援センター（      同       ） 

   ※アからエの４施設を総称して「センター」という。  
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 (２) 休所日 

施設名 休 所 日 

 

リハセンター 

日曜日及び土曜日 

国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

１月２日、１月３日及び12月29日から12月31日まで 

 

支援センター 

月曜日※ 

国民の祝日に関する法律に規定する休日 

１月２日、１月３日及び12月29日から12月31日まで 

ただし、横浜市長が必要と認める場合は、休所日に開所し、又は休所日以外の日に 

開所しないことができます。 

 ※休所日については、変更の希望がある場合は申請時に提案を受け付けるものとします。 

 

(３) 開所時間 

施設名 開 所 時 間 

リハセンター 午前８時45分から午後５時15分まで 

支援センター 午前９時から午後５時まで 

ただし、横浜市長が必要と認める場合は、開所時間を変更することができます。 

 

(４) 施設概要 

ア リハセンター 

・ 所在地 

横浜市港北区鳥山町 1770 番地 

・ 敷地面積 

約 13,674 ㎡ 

・延床面積 

19,163 ㎡ 

・ 構造 

鉄筋コンクリート造４階建 

なお、リハセンターは鶴見川多目的遊水地内に位置し、地下駐車場（リハセンター分 134

台）は遊水地としての機能を有します。 

・ 開所日 

昭和 62 年 10 月１日 

・ 施設内容 

児童発達支援センターをはじめとする８つの社会福祉施設及び医療法に基づく診療所のほ

か、相談業務、企画開発研究業務等を実施するための部門等により構成されます。 

なお、リハセンターの建物のうち、横浜市障害者更生相談所が使用している部分（１階部

分の一部）については、引き続き横浜市がその用途に使用します。 
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イ 支援センター 

(ア) 横浜市中山福祉機器支援センター 

    ・ 所在地 

横浜市緑区中山２丁目１番１号（ハーモニーみどり１階） 

     ・ 延床面積 

397.00 ㎡ 

    ・ 構造 

鉄筋コンクリート造地下１階地上４階建の１階部分の一部 

    ・ 開所日 

平成 10 年 12 月１日 

    ・ 施設内容 

福祉機器展示コーナー、試用評価コーナー、補装具評価室、相談室、事務室等 

(イ) 横浜市反町福祉機器支援センター 

    ・ 所在地 

横浜市神奈川区反町一丁目８－４（はーと友神奈川２階） 

    ・ 延床面積 

445.00 ㎡ 

    ・ 構造 

鉄筋コンクリート造４階建の２階部分の一部 

    ・ 開所日 

平成 11 年５月１日 

    ・ 施設内容 

福祉機器展示コーナー、試用評価コーナー、補装具評価室、相談室、事務室等 

(ウ) 横浜市泥亀福祉機器支援センター 

    ・ 所在地 

横浜市金沢区泥亀一丁目 21－５（いきいきセンター金沢１階） 

    ・ 延床面積 

508.78 ㎡ 

    ・ 構造 

鉄筋コンクリート造地下１階地上４階建の１階部分の一部 

    ・ 開所日 

平成 11 年５月１日 

    ・ 施設内容 

福祉機器展示コーナー、試用評価コーナー、補装具評価室、相談室、事務室等 
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(５) 法定施設 

リハセンターに設置している法定施設は、次のとおりです。 

施設 定員又は病床数        

障害者支援施設 日中36人 夜間30人 

就労支援施設 40人 

補装具製作施設 － 

診療所 19床 

高次脳機能障害者支援センター － 

児童発達支援センター 50人 

児童発達支援センター（難聴） 24人 

児童発達支援事業所 12人 

児童発達支援事業所（難聴） 10人 

 

３ 施設運営に関して指定管理者が行わなければならない業務の基準 

(１) リハセンター 

 ア 障害者支援施設及び就労支援施設関連 

・ 短期間での支援を基本とし、通過型施設として機能することとします。 

・ 施設利用に関する利用調整会議を開催するものとします。 

(ｱ) 障害者支援施設の運営 

 障害者総合支援法に基づく障害者支援施設（定員は夜間 30 人、日中 36 人）の運営。 

 (ｲ) 就労支援施設の運営 

  障害者総合支援法に基づく就労移行支援及びこれに準ずる支援を提供する就労支援施設 

（定員は訓練等給付費対象者 30 人、就労移行支援に準ずる支援対象者 10 人）の運営。 

 

イ 補装具製作施設の運営 

身体障害者福祉法に基づく補装具製作施設の運営。また、補装具クリニックを定期的に実

施するとともに、各福祉機器支援センターや横浜市の各地域療育センター等の補装具クリニ

ックに対しても、専門スタッフを派遣し、技術支援を行います。 

 

ウ 診療所の運営 

医療法に基づく診療所（入院病床 19 床）の運営。外来診療、入院（親子入院）、手術、医

学的検査、臨床心理、理学療法・作業療法・言語聴覚療法等の機能訓練、外来集団療育等を

行います。また、障害者更生相談所の依頼に基づく診断・評価を行います。 

診療科目は、リハビリテーション科、整形外科、精神科、内科、小児科、泌尿器科、眼

科、耳鼻咽喉科、歯科の設置とし、変更する場合は横浜市の承認を得るものとします。 

 

エ 相談業務 

リハセンターの利用等に関する電話・来所等による相談業務、総合相談窓口業務を実施。ま
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た、リハセンターの利用者について、医療をはじめ社会的、職業的に至るまでの相談に対応し

ます。 

また、中学生・高校生世代の発達障害児等が、発達障害に起因する諸問題を解決できる

よう、本人及びその家族等からの相談に対し、指導・助言等の支援を行います（学齢後期障

害児支援事業）。 

 

オ 地域サービス業務 

(ｱ) 在宅リハビリテーションサービス事業 

重度障害児・者の家庭に、医師、理学療法士、作業療法士、ソーシャルワーカー等の専

門スタッフを派遣し、障害の状況や生活環境の評価、専門的技術及び情報の提供、リハビ

リテーション計画の作成等を実施。また、専門的な支援が必要と判断された場合は、専門

スタッフを家庭に派遣し、リハビリテーション計画に基づいた身体機能や日常生活動作の

訓練、住環境の整備、家族への介護・介助方法に関する支援等のサービスを提供します。 

なお、専門スタッフ派遣の依頼を受けたときは、必ず対応するものとします。 

(ｲ) 住環境整備事業 

障害者・高齢者の在宅生活を支援するため、建築士、理学療法士等の専門スタッフを派遣

し、身体及び介護等の状況に適した住環境整備のための技術支援を実施。また、住環境整備

に関する従事職員向けの研修講座を開催します。 

(ｳ) 高次脳機能障害者支援センター運営事業 

高次脳機能障害者に対する支援を強化するため、リハセンター内に設置した高次脳機能障

害支援センターにおいて相談・診断・評価・訓練等のサービスを提供するとともに、各区の

中途障害者地域活動センターに対する支援や、医療機関との連携を行います。 

(ｴ) 関係機関支援事業 

幼稚園、保育所、地域訓練会、学校、障害児者福祉施設及び高齢者施設等の関係機関職員

に対して、巡回訪問や研修会開催等による技術支援を実施します。 

(ｵ) 療育相談事業 

港北区を対象に、区福祉保健センターと連携し、医師等の専門スタッフを派遣して４か月

児療育相談及び１歳６か月児療育相談を原則として毎月各１回実施します。 

(ｶ) 研修等への協力 

各区福祉保健センターが実施する健康増進法に基づく機能訓練事業、福祉保健研修交流セ

ンター等関係機関が実施する研修事業への講師等の派遣を実施します。 

 

カ 企画開発研究事業 

(ｱ) 企画開発研究 

福祉機器、住環境及びリハビリテーション技術に関する研究開発、情報収集・情報提供を

実施。また、福祉機器の臨床評価、並びに福祉機器の展示及び試用評価を実施します。 

(ｲ) 研修事業 

障害児者福祉施設及び高齢者施設等の関係機関職員等を対象として、福祉機器、住環境及

びリハビリテーション技術に関する研修を企画・実施します。 
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キ 職能評価開発事業

(ｱ) 職業相談・職能評価

リハセンターの利用者を対象に、職業や就労に関する相談、就労に関する情報提供、職業

適性等の評価を実施。また、障害者更生相談所の依頼に基づく職能判定のための評価等を実

施します。 

(ｲ) 職能訓練コース

知的障害者及び現行の手帳制度に該当しない障害者を対象として、就労移行支援に準ずる

支援として就労等に向けた訓練を実施します。 

ク 児童発達支援センター関連

・ 児童発達支援センター及び児童発達支援センター(難聴)を合わせた日々の通園児童数

は57人を標準とします。

・ 通園バス２台を運行するものとします。

・ 夏季休業期間は、当面２週間の範囲内で指定管理者が定めるものとします。

・ 児童発達支援利用候補児調整会議を開催するものとします。

・ 関係機関及び保護者代表等を委員として構成する療育部門運営協議会を年２回以上開

催するものとします。

・ 療育部門の中核機関として、横浜市療育研究大会、地域療育センター長会等の運営に

関する業務を行うものとします。また、横浜市の各地域療育センターの運営協議会等に

出席するものとします。

(ｱ) 児童発達支援センター

児童福祉法に基づく児童発達支援（定員 50 人）の実施等。利用児３人につき児童指導

員又は保育士１人の割合での職員配置を基本とします。 

(ｲ) 児童発達支援センター（難聴）

児童福祉法に基づく児童発達支援（定員 24 人）の実施等。

(ｳ) 児童発達支援事業所

児童福祉法に基づく児童発達支援事業所（定員 12 人）の運営。

児童発達支援事業所「ぴーす新横浜」概要 

・ 所在地：横浜市港北区新横浜二丁目 12 番 11 号 光正第３ビル

・ 開設日：平成 23 年４月１日

・ 施設内容：指導訓練室、相談室、事務室等

(ｴ) 児童発達支援事業所（難聴）

児童福祉法に基づく児童発達支援事業所（定員 10 人）の運営。

児童発達支援事業所「ほっぷ新横浜」概要 

・ 所在地：横浜市港北区新横浜一丁目 19-2 京浜建物第５ビル２階

・ 開設日：令和６年５月１日

・ 施設内容：指導訓練室、相談室、事務室等

(ｵ) 初期支援（一次支援）
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初期支援を行う「ひろば事業」、心理職等の専門職による面接、一次プランの提示

等を実施する相談場所の運営。常勤のソーシャルワーカー１人、心理職１人、保育

職２人、非常勤の保育職１人の計５人の職員配置を基本とします。

相談場所「ぶらんちスペース」概要 

・横浜市港北区新横浜二丁目 12 番 11 号 光正第３ビル

・開設日：令和６年４月１日

・施設内容：指導訓練室、相談室、事務室等

ケ その他

(ｱ) 施設の利用の承認及び制限に関する業務

(ｲ) 施設の利用に係る料金（利用料金）の徴収に関する業務

(ｳ) 利用料金の額の設定に関する業務

(ｴ) 利用料金の減免に関する業務

(ｵ) 夜間・休日連絡窓口業務

(ｶ) 情報データベースシステムの運用に関する業務

(ｷ) 関係諸機関との連絡調整

コ 支援センター

サ 福祉機器、住宅改造、介護に関する相談及び情報提供

シ 福祉機器の展示及び試用評価

ス 在宅リハビリテーションサービス事業

セ 補装具クリニックの定期的開催

ソ 施設の利用の制限に関する業務

タ 関係諸機関との連絡調整

（３）（１）及び（２）の共通事項（広報・普及啓発等） 

 指定管理者は、利用者、家族、地域、関係機関に対し、広報・普及啓発等の活動を行うこと。

必要なＰＲや情報提供を以下の例を参考に行うこと。 

ア 閲覧者が見やすく理解しやすいホームページの構成、更新等を行うこと

イ 施設案内リーフレットの作成・配布

ウ 情報誌等、各事業のチラシ等の作成・配布

エ 事業報告書・事業概要等、本施設の業務等を紹介する資料の作成・配布

オ 来館者及び見学者等への応接（施設の案内）等

４ 施設の維持管理に関して指定管理者が行わなければならない業務の基準（別添資料参照） 

(１) リハセンター

リハセンターの施設の維持管理に関する業務は、横浜市障害者更生相談所及び社会福祉法人

横浜市リハビリテーション事業団法人事務局の使用部分を含む施設全体を対象とします（ただ

し、備品等管理業務を除きます）。 
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ア 建物保守管理業務 

施設を安全かつ安心して利用することができるよう日常的に点検を行い、ひび割れ、はが

れ、かび等が発生しないよう維持に努め、かつ施設の美観を維持します。危険箇所等が発見

された場合は応急処置を施します。 

 

イ 設備機器保守管理業務 

施設の機能を維持するとともに、利用者が快適に施設を利用することができるよう良質な

環境を維持します。 

(ｱ) 運転監視業務 

対象設備の状況を日常的に把握し、適切な運転及び維持管理を行うとともに、異常が発見

された場合は速やかに適切な処置を行い、被害を最小限に止めます。また、運転状況等につ

いて必要なデータ等の記録を行います。 

(ｲ) 定期点検・保守 

各設備機器について、法定点検及び初期性能・機能保持のための外観点検及び機能点検等

を行います。また、必要に応じて消耗部品の取り替えや清掃等を行います。また、設備機器

に異常を発見した場合は応急措置を施し、被害を最小限に止めます。 

 

ウ 修繕業務 

施設・設備・備品等の小破修繕については、１件あたり 100 万円未満（消費税別）のもの

については、年間上限金額を指定管理料の範囲内とし、指定管理者の負担により実施するこ

ととします。１件あたり 100 万円を超える修繕については、指定管理者は横浜市と協議する

ものとします。詳細は協定で定めます。 

 

エ 清掃業務 

施設及び敷地内について、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、施設としての安全かつ

快適な空間を保つため、清掃業務を実施します。 

 

オ 外構・植栽管理業務 

施設の良好な景観を維持するため、敷地内における植栽等の外構の維持管理を行います。 

 

カ 環境衛生管理業務 

利用者が快適に施設を利用できるよう良質な環境を提供するため、常に環境衛生の維持に

努め、関係法令等に基づき、必要な空気環境測定、鼠・害虫等の防除、水質検査等を行いま

す。 

 

キ 廃棄物処理業務 

施設から発生する廃棄物の抑制に努めるとともに、横浜市の分別ルールに沿って適切に分

類を行い、可能な限り資源化していくなど「横浜市一般廃棄物処理基本計画」等に沿った取

組を推進することとします。 
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医療廃棄物等については、専門業者への委託等により適切に処理します。 

  また、公の施設として、本市の環境政策に協力します。必要に応じて、関係機関の査察の 

 受け入れ及びその他関係法令等を遵守します。 

 

ク 受付業務 

利用者が支障なくリハセンターを利用することができるよう所定の場所で接客及び案内を

行います。また、開所時間中の電話交換業務を行います。 

 

ケ 警備業務 

利用者が安心して利用できる環境の確保及び防犯のために、24 時間有人による警備業務を

行います。また、夜間及び休日等、開所時間外の電話交換業務を行います。 

 

コ 情報システム維持管理業務 

利用者に関する情報データベースシステムの維持管理を行います。 

 

サ 備品等管理業務 

施設運営に支障をきたさないよう、備品・消耗品の維持管理を行います。また、必要に応じ

て備品・消耗品の購入、修繕、廃棄等を行います。また、備品の管理については、横浜市の基

準に準じて備品の台帳を作成し、その購入、廃棄等の記録を確実に行います。 

 

(２) 支援センター 

ア 建物及び設備機器保守管理業務等 

併設施設との覚書等に基づき、建物及び設備機器保守業務、清掃業務等を併設施設と協力

して行います。なお、併設施設との経費負担割合は、覚書等において定められています。 

 

イ 修繕業務 

建物又は設備機器に修繕の必要が生じた場合は、併設施設と調整の上、速やかに適切な修

繕を行います。簡易な修繕の範囲を超える場合は、指定管理者は横浜市と協議するものとし

ます。 

なお、支援センターの負担分が１件あたり 100 万円未満のものについては、年間上限金額

を指定管理料の範囲内とし、指定管理者の負担により実施することとします。１件あたり 100

万円を超える修繕については、指定管理者は横浜市と協議するものとします。詳細は協定で

定めます。 

 

ウ 備品等管理業務 

施設運営に支障をきたさないよう、備品・消耗品の維持管理を行います。また、必要に応じ

て備品・消耗品の購入、修繕、廃棄等を行います。また、備品の管理については、横浜市の基

準に準じて備品の台帳を作成し、その購入、廃棄等の記録を確実に行います。 
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５ その他指定管理者が行わなければならない業務 

 (１) 事業計画書及び収支予算書の作成 

 (２) 事業報告書及び収支決算書の作成 

 (３) 利用状況調書及び執行状況調書の作成 

 (４) 業務に関する自己評価 

 (５) 苦情解決制度に関する業務 

 (６) 第三者評価に関する業務 

 (７) 職員の人事に関する業務 

 (８) 経理及び庶務に関する業務 

 (９) 災害時応急備蓄物資の整備に関する業務 

 (10) 防災、消防訓練に関する業務（震災、風水害、感染症等） 

 (11) 鶴見川多目的遊水地に関する業務 

(12) 見学者、実習生及び研修生の受け入れに関する業務 

 (13) 診療所に関する届出書類の作成等、管理運営にあたって必要な申請及び届出等に関する業 

  務 

 (14) 横浜市等からの照会、調査等に関する回答、報告 

 (15) 横浜市へのリハビリテーションに関する助言、提言 

 (16) 横浜市が設置する検討委員会への職員の派遣等、本市の施策推進への協力 

 (17) 横浜市が公立施設を対象として推進する事業等への協力 

 (18) 指定管理者の指定期間終了に伴う引継業務 

 (19) その他センターの管理運営に関連する業務 

 

６ 留意事項 

(１) 利用の継続 

指定管理者は、業務の開始にあたっては、すでにセンターを利用している利用者の継続利用

を妨げないことを基本とします。また、利用者に関する情報は、指定期間終了時には次期指定

管理者に引き継ぐことを原則とします。 

 

(２) 施設長等の承認 

リハセンターには、児童発達支援センターをはじめとする各法定施設の長のほか、リハセン

ターを統括する者としてセンター長を置くこととし、センター長及び法定施設の長の任免につ

いては、あらかじめ横浜市の承認を受けるものとします。 

 

(３) 業務委託の禁止 

指定管理者は、指定管理者が行わなければならない業務を行うにあたっては、その業務を第

三者に委託することはできません。ただし、施設の維持管理に関する業務、通園バス運行に関

する業務、給食調理に関する業務、情報システムに関する業務、その他横浜市が認める業務で

あって、センターの管理運営に支障のない業務についてはこの限りでありません。 
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(４) 物品の帰属 

備品については、指定管理期間の当初から存在した備品と指定管理期間中に指定管理者が調

達（購入等）を行った備品とを区分して管理します。後者は、原則として指定管理者の所有に属

します。 

 

(５) 改修工事の実施 

指定管理者は、横浜市の承認を受けた上で、自らの負担で施設の改修工事を行うことができ

ます。ただし、指定管理者の指定期間終了時には、原則として指定管理者の負担で原状回復す

るものとします。 

 

(６) 行政財産目的外使用の許可 

リハセンター１階の食堂部分及び売店部分、４階の社会福祉法人横浜市リハビリテーション

事業団法人事務局部分、リハセンター内の自動販売機及び公衆電話、車いす用公衆電話ボック

ス設置部分、並びに敷地内ガスガバナー設置部分の使用については、引き続き、横浜市が行政

財産目的外使用許可の申請に基づき許可手続を行います。 

なお、自動販売機の設置については、指定管理者は横浜市に対して使用料を支払うとともに、

自販機業者から当該使用料相当額及び設置に伴う光熱水費相当額の支払いを受けるものとしま

す。 

 

(７) 福祉避難所としての業務 

リハセンターは、横浜市防災計画において、あらかじめ災害時における用途を特定せず、柔

軟に活用する施設として、補完施設に位置づけられています。よって、災害発生時の状況に応

じて協力を求められた場合、横浜市からの要請に応じるものとします。 

 

(８) その他 

業務の基準について疑義が生じた場合は、指定管理者と横浜市は協議の上決定するものとし

ます。 



※ただし、基本協定締結時に内容を最新の情報に更新するものとする。
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（担当） 

〒231-0005  

横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 

横浜市健康福祉局障害福祉保健部障害自立支援課 

電 話 ０４５（６７１）３８９１ 

FAX  ０４５（６７１）３５６６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




